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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第183期

第３四半期連結累計期間

第183期

第３四半期連結会計期間
第182期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 190,385 60,443 259,209

経常利益 （百万円） 6,991 144 11,297

四半期（当期）純利益 （百万円） 5,612 2,435 6,702

純資産額 （百万円） － 126,793 135,098

総資産額 （百万円） － 287,056 288,810

１株当たり純資産額 （円） － 447.07 479.53

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 21.19 9.19 25.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） － 41.3 44.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 10,542 － 13,897

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,654 － △11,310

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,478 － △2,361

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － 25,172 23,331

従業員数 （人） － 6,163 5,814

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 6,163〔773〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約等の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 1,729〔331〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

数は〔 〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約等の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

塗料事業 29,700

ファンケミカル事業 1,119

合計 30,819

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)　受注実績

当社グループは、主として見込生産によっておりますので、受注ならびに受注残高等について特に記載

すべき事項はありません。

　

(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

塗料事業 57,010

　自動車用塗料 20,034

　汎用塗料 12,119

　工業用塗料 10,370

　その他塗料 14,487

ファインケミカル事業 3,433

合計 60,443

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等について変更はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界経済の減速の影

響に加え、株価の大幅下落や急激な円高などが相次ぎ、急速に景気が後退する厳しい状況になってきて

おります。

また、海外についても、米国の景気後退に加え夏場以降、アジアでも景気の減速がみられるなど世界的

な景気後退局面の長期化が懸念されております。

このような経済環境のもと、当社グループの第３四半期連結会計期間の業績は、台湾や韓国の新規連

結を含めたアジアの子会社による拡販や、国内での高付加価値商品を中心とした拡販に努めたものの、

米国子会社の落ち込みに加え、上記のような10月以降の世界的な国内景気後退による影響が大きく、連

結売上高は604億43百万円となりました。

また、利益面では、連結営業利益については、景気後退に伴なう需要の縮小により売上が大幅に減少す

るなか、原材料価格の高止まりなどもあり１億１百万円となりました。連結経常利益については、持分法

投資利益を計上する一方で、急激な円高の進行による為替差損の計上もあり１億44百万円、連結四半期

純利益については、欧州の持分法適用関連会社を売却したことによる特別利益を計上したことにより24

億35百万円となりました。

事業の種類別セグメントの売上高は、塗料事業が570億10百万円、ファインケミカル事業が34億33百万

円となりました。

　

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

≪塗料事業≫

＜自動車用塗料＞

自動車用塗料の売上高は、台湾の新規連結の売上拡大はあったものの、北米における自動車生産台

数の減少や為替の影響による落ち込みに加え、国内においても急速な景気後退の影響を受けて自動車

生産台数が大幅に減少したことにより、200億34百万円となりました。

　

＜汎用塗料＞

汎用塗料の売上高は、国内の建設用塗料分野及び重防食塗料分野での需要が低迷しているなか、高

付加価値商品を中心に拡販をはかったことにより、121億19百万円となりました。

　

＜工業用塗料＞

工業用塗料の売上高は、台湾の新規連結による売上拡大はあったものの、国内において輸出や設備

投資の悪化の影響を受け需要が減少したため、103億70百万円となりました。

　

＜その他塗料＞

その他塗料の売上高は、引き続き、船舶用塗料分野が海外を中心に売上を伸ばしたものの、家庭用塗

料分野や道路用塗料分野などで売上が減少したこともあり144億87百万円となりました。

　

≪ファインケミカル事業≫

ファインケミカル事業の売上高は、表面処理剤分野において、国内は需要低迷の影響を受けたもの

の、韓国や台湾の新規連結による売上拡大などにより、34億33百万円となりました。
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所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。

≪日本≫

高付加価値商品の拡販に努めるとともに原価低減や販売管理費の抑制などに努めたものの、原材料

価格の高止まりに加え、急速な景気後退の影響による需要の減少により、セグメント間の内部売上高

を含めた売上高は497億32百万円、営業利益は88百万円となりました。

　

≪アジア≫

持分法適用関連会社であった台湾のASIA INDUSTRIES, LTD.、韓国のNIPSEA CHEMICAL CO., LTD.を

連結子会社としたことにより、セグメント間の内部売上高を含めた売上高は82億55百万円、営業利益

は４億95百万円となりました。

　

≪北米≫

金融危機に端を発した景気後退が顕著となるなか、自動車生産台数の大幅な減少や為替の影響によ

り、セグメント間の内部売上高を含めた売上高は46億73百万円、営業損失は４億72百万円となりまし

た。

　

≪その他の地域≫

セグメント間の内部売上高を含めた売上高は６億86百万円、営業損失は34百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前期末に比べ17.5億円減少して2,870億56百万円となりまし

た。そのうち、流動資産につきましては前期末に比べ43.9億円増加しておりますが、その主な要因は当第

３四半期末が休日による売上債権の増加や、たな卸資産の増加によるものです。一方、固定資産につきま

しては前期末に比べ61.4億円減少しておりますが、その主な要因は株価の大幅下落に伴い保有株式の含

み益が大幅に減少したことによるものです。

負債につきましては、前期末に比べ65.5億円増加し1,602億63百万円となりましたが、その主な要因は

当第３四半期末が休日による仕入債務の増加などによるものです。

少数株主持分を含めた純資産につきましては、前期末に比べ83億円減少し1,267億93百万円となりま

したが、その主な要因はその他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定が大幅に減少したことなどに

よるものです。

以上の結果、自己資本比率は前期末の44.0％から41.3％へ低下いたしました。

　

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間は、営業活動により46億４百万円の収入、投資活動により１億37百万円の

支出、財務活動により８億43百万円の収入があり、結果として現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う）は251億72百万円となり、第２四半期連結会計期間末より48億86百万円増加いたしました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動のキャッシュ・フローは46億４百万円となりました。主な要因としては、税金等調整前四

半期純利益に減価償却費等の非現金支出費用等を加味したキャッシュ・フローの収入の増加17.3億

円と運転資本（売上債権・たな卸資産・仕入債務）の減少による収入の増加28.7億円によるもので

す。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億37百万円となりました。主な内容としては、有形固定資産の売

却及び投資有価証券の売却による収入34.5億円に対して、有形固定資産の取得及び投資有価証券の取

得に33.4億円を支出したことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は８億43百万円となりました。主な内容としては、配当金の支払いに

10.6億円支出した一方で、借入金の増加による収入19.1億円があったことによるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

　

（会社の支配に関する基本方針等）

①　基本方針の内容

当社は1881年の創業以来、「共存共栄を基本理念とし、社業を通じて社会公共の福祉に貢献する」

という経営理念のもと、「価値ある塗膜を提供するスペシャリティケミカルカンパニーとしてグロー

バルに成長発展する」「環境保全と資源・エネルギー低減に貢献するエコカンパニーとして信頼さ

れる企業となる」という経営ビジョンを共通の価値観としております。この基本的な考えのもと、す

べてのステークホルダーとの信頼関係を構築し、社会に貢献していくことが当社の社会的責任である

と認識し、これらを踏まえた継続的かつ発展的な企業活動を行うことが、当社の企業価値向上および

株主共同の利益の確保に資すると考えております。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方につきましては、当社グループを取り巻

く経営環境を正しく認識し、企業活動の基本である社会的責任を最優先としたＣＳＲ経営、環境保全

と資源・エネルギー低減に貢献する環境経営を行っている当社の経営方針を十分に理解する者でな

ければならないと考えておりますが、当社が上場会社である以上、最終的には株主の皆様ご自身が判

断されるものと考えております。しかしながら、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合に

おいて、当該買付行為が株主の皆様に十分な情報提供を行わないものであるとき、あるいは十分な検

討期間もないまま行われるものであるとき、また、買付後の経営が当社の企業価値または株主共同の

利益を著しく毀損するものであるときには、当社取締役会はそのような買付行為を防止する方策を取

るべきであると考えております。

　

②　前記基本方針にかかる取組みの具体的内容

当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、株主の皆様に十分な情報提供が行われ

ることを確保するとともに、企業価値および株主共同の利益を毀損する買付行為を防止するため、平

成19年３月20日の当社取締役会において当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対

応方針」といいます。）を定め、本対応方針は平成19年６月28日開催の第182回定時株主総会において

株主の皆様にご承認いただきました。

本対応方針の内容は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券

等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株券な

どの買付行為を「大規模買付行為」とし、また当該買付けを行う者を「大規模買付者」として、当社

取締役会に対して当該大規模買付行為に関する情報提供を要求するものです（ただし、買付行為の前

に当該買付行為につき当社取締役会の承認がある場合を除きます。）。

　大規模買付者が当社取締役会のあらかじめ定める手続に従わない場合、または当該大規模買付行為

が当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらすものであると判断される

場合には、当社取締役会の決議により、当該大規模買付者等は行使することができないという行使条

件を付した新株予約権の株主割当を実施し、当該大規模買付行為による損害を防止いたします。なお、

かかる判断にあたっては、当社取締役会から独立した第三者機関である独立委員会の勧告を最大限尊

重します。
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③　前記②の取組みについての当社取締役会の判断およびその判断にかかる理由

本対応方針は、大規模買付者が基本方針に沿う者であるか否かを株主の皆様および当社取締役会が

判断するにあたり、十分な情報提供と判断を行うに相当な期間を確保するために定めるものであり、

特定の株主または投資家を優遇しあるいは拒絶するものではありません。また、対抗措置として新株

予約権を発行するのは、当該大規模買付行為が当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回復しがた

い損害をもたらすものであると判断される場合など、厳重な客観的要件を充足する場合に限定される

とともに、その発行の是非の判断にあたっても、独立委員会の中立公正な判断を重視することとして

おり、当社取締役会の恣意的判断を排除しております。対抗措置として発行する新株予約権ならびに

その行使条件についても、あらかじめその内容について開示を行うなど、企業価値向上および株主共

同の利益確保に必要かつ相当な範囲内の対抗措置であると考えます。

したがって、当社取締役会は、前記②の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損な

うものでないとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断いたしております。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は23億44百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設に

ついて、重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設

備の新設、除却等の計画はありません。

なお、当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の

新設のうち、完了したものは次のとおりであります。

　

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
当第３四半期会計期間に
完了したもの(百万円)

日本ペイント㈱
(大阪市北区)

塗料
ファインケミカル

塗料等製造設備 749

研究物流施設等 818

(注)　金額には、消費税等を含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 265,402,443265,402,443

大阪証券取引所
市場第一部
東京証券取引所
市場第一部
名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式は1,000株
であります。

計 265,402,443265,402,443― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

記載すべき事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

記載すべき事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日 ― 265,402 ― 27,712 ― 27,185

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、ファースト・インダストリーズ・コープから平成20年12月24日付で

提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年12月17日現在で以下のとおり株式保有の状

況に関する報告を受けておりますが、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ファースト・インダストリーズ
・コープ

VANTERPOOL PLAZA, 2ND FLOOR, WICKHAMS 
CAY I ROAD TOWN, TORTOLA, BRITISH VIRGIN
 ISLANDS

38,516 14.51
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

　

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

－ －
普通株式 478,000
(相互保有株式)

普通株式 106,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 263,622,000263,622 －

単元未満株式 普通株式 1,196,443 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 265,402,443－ －

総株主の議決権 － 263,622 －

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含まれて

おります。

　

②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

日本ペイント株式会社
大阪市北区大淀北２丁目１
―２

478,000 － 478,000 0.18

（相互保有株式）

株式会社タイヨーマリ
ビス

東京都江東区新木場４丁目
12―54

106,000 － 106,000 0.04

計 － 584,000 － 584,000 0.22

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 392 458 485 469 433 465 438 387 363

最低(円) 334 374 440 387 376 369 257 302 312

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,172 23,331

受取手形及び売掛金 ※5
 88,594

※5
 86,036

たな卸資産 ※2
 29,850

※2
 28,020

その他 6,269 8,085

貸倒引当金 △1,059 △1,036

流動資産合計 148,827 144,438

固定資産

有形固定資産 ※1, ※3
 71,209

※1, ※3
 70,589

無形固定資産

のれん 14,650 15,617

その他 7,203 7,414

無形固定資産合計 21,853 23,031

投資その他の資産

投資有価証券 34,147 43,903

その他 11,630 7,684

投資損失引当金 △18 △18

貸倒引当金 △593 △817

投資その他の資産合計 45,165 50,750

固定資産合計 138,229 144,371

資産合計 287,056 288,810
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 72,347

※5
 66,991

短期借入金 ※3
 31,135

※3
 27,888

未払法人税等 1,368 1,282

その他 16,310 15,482

流動負債合計 121,162 111,645

固定負債

長期借入金 23,000 26,036

退職給付引当金 9,075 8,445

役員退職慰労引当金 321 333

関係会社事業損失引当金 46 46

環境対策引当金 118 118

その他 6,537 7,085

固定負債合計 39,100 42,066

負債合計 160,263 153,711

純資産の部

株主資本

資本金 27,712 27,712

資本剰余金 27,187 27,188

利益剰余金 68,929 65,932

自己株式 △204 △192

株主資本合計 123,625 120,641

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,555 3,286

繰延ヘッジ損益 5 3

為替換算調整勘定 △3,640 3,117

評価・換算差額等合計 △5,190 6,407

少数株主持分 8,359 8,049

純資産合計 126,793 135,098

負債純資産合計 287,056 288,810
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 190,385

売上原価 132,969

売上総利益 57,415

販売費及び一般管理費 ※
 52,244

営業利益 5,171

営業外収益

受取利息 72

受取配当金 536

持分法による投資利益 2,826

その他 888

営業外収益合計 4,323

営業外費用

支払利息 710

為替差損 382

その他 1,409

営業外費用合計 2,503

経常利益 6,991

特別利益

固定資産売却益 295

投資有価証券売却益 5

関係会社株式売却益 1,960

技術使用権譲渡益 750

貸倒引当金戻入額 59

その他 34

特別利益合計 3,105

特別損失

固定資産除売却損 233

減損損失 76

たな卸資産評価損 405

投資有価証券評価損 155

その他 155

特別損失合計 1,027

税金等調整前四半期純利益 9,069

法人税等 2,780

少数株主利益 676

四半期純利益 5,612
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 60,443

売上原価 43,247

売上総利益 17,196

販売費及び一般管理費 ※
 17,094

営業利益 101

営業外収益

受取利息 28

受取配当金 217

持分法による投資利益 821

その他 204

営業外収益合計 1,273

営業外費用

支払利息 244

為替差損 607

その他 378

営業外費用合計 1,230

経常利益 144

特別利益

固定資産売却益 138

関係会社株式売却益 1,960

技術使用権譲渡益 750

貸倒引当金戻入額 46

その他 0

特別利益合計 2,897

特別損失

固定資産除売却損 98

投資有価証券評価損 111

その他 87

特別損失合計 297

税金等調整前四半期純利益 2,744

法人税等 219

少数株主利益 89

四半期純利益 2,435
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,069

減価償却費 6,597

減損損失 76

受取利息及び受取配当金 △608

支払利息 710

持分法による投資損益（△は益） △2,826

有形固定資産除売却損益（△は益） △61

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △1,809

売上債権の増減額（△は増加） △2,011

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,725

仕入債務の増減額（△は減少） 5,642

その他 △1,418

小計 10,635

利息及び配当金の受取額 3,022

利息の支払額 △629

法人税等の支払額 △2,484

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,542

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,379

有形固定資産の売却による収入 620

投資有価証券の取得による支出 △1,500

投資有価証券の売却による収入 3,390

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△453

その他 △332

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,654

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,744

長期借入れによる収入 336

長期借入金の返済による支出 △3,370
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

配当金の支払額 △2,119

少数株主への配当金の支払額 △54

その他 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,478

現金及び現金同等物に係る換算差額 △570

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,840

現金及び現金同等物の期首残高 23,331

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 25,172
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

会計処理の原則・手

続、表示方法等の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用

棚卸資産については、従来は主として

移動平均法による原価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、主として

移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しておりま

す。

これにより当第３四半期連結累計期間

の営業利益及び経常利益はそれぞれ124

百万円、税金等調整前四半期純利益は468

百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っており

ます。

これにより当第３四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ211百万円減少

しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算 法人税等については、当第３四半期連結

会計期間を含む年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税金等調整前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。

なお、法人税等調整額は法人税等に含め

て表示しております。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

有形固定資産の耐用年

数の変更

当社及び国内連結子会社の機械装置につ

いては、従来、耐用年数を８～９年としてお

りましたが、第１四半期連結会計期間より

法人税法の改正を契機とし見直しを行い、

８年に変更しております。

これにより当第３四半期連結累計期間の

営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ194百万円減少してお

ります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

　

EDINET提出書類

日本ペイント株式会社(E00892)

四半期報告書

20/31



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

109,294百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

107,825百万円

 

※２ 商品及び製品 19,426百万円

仕掛品 2,857百万円

原材料及び貯蔵品 7,566百万円

　

※２ 商品及び製品 17,536百万円

仕掛品 3,127百万円

原材料及び貯蔵品 7,356百万円

　

※３　担保に供している資産

(担保提供資産)

建物及び構築物 136百万円

土地 366百万円

計 502百万円

 

※３　担保に供している資産

(担保提供資産)

建物及び構築物 169百万円

土地 852百万円

計 1,022百万円

 

(担保債務)

短期借入金 309百万円

計 309百万円

 

(担保債務)

短期借入金 403百万円

計 403百万円

 

　４　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金

に対して、次のとおり保証を行っております。

サンリード東北㈱ 94百万円

㈱やすもと 150百万円

エーエス㈱ 278百万円

計 523百万円

 

　４　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金

に対して、次のとおり保証を行っております。

サンリード東北㈱ 136百万円

㈱やすもと 202百万円

エーエス㈱ 301百万円

AKZO NOBEL NIPPON PAINT GMBH158百万円

計 799百万円

 

※５　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

当第３四半期連結会計期間末日は銀行休業日の

ため、当第３四半期連結会計期間末残高には当該満

期日の金額が次のとおり含まれております。

受取手形 4,901百万円

売掛金(満期日現金決済分) 1,854百万円

支払手形 4,288百万円

買掛金(満期日現金決済分) 4,492百万円

※５　　　　　　　　　　―
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(四半期連結損益計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬及び給料手当 23,021百万円

退職給付費用 1,993百万円

減価償却費 3,080百万円

運賃及び荷造費 5,228百万円

旅費及び通信費 3,067百万円

 

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬及び給料手当 7,602百万円

退職給付費用 743百万円

減価償却費 1,082百万円

運賃及び荷造費 1,724百万円

旅費及び通信費 972百万円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 25,172百万円

現金及び現金同等物 25,172百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式(株) 265,402,443

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式(株) 488,004

　

３　新株予約権等に関する事項

記載すべき事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,059 4.00平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 1,059 4.00平成20年９月30日平成20年11月26日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

記載すべき事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

記載すべき事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に較べて著しい変動が見られます。
　

四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

株式 16,894 13,768 △3,126

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

記載すべき事項はありません。

　

(企業結合等関係)

記載すべき事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　

塗料事業

(百万円)

ファイン

ケミカル事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

57,010 3,433 60,443 － 60,443

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 57,010 3,433 60,443 － 60,443

営業利益 △165 267 101 － 101

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

塗料事業

(百万円)

ファイン

ケミカル事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

180,425 9,960 190,385 － 190,385

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 180,425 9,960 190,385 － 190,385

営業利益 4,061 1,109 5,171 － 5,171

(注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業に区分しております。

２　各事業区分の主要な製品

塗料事業 … 自動車用塗料、汎用塗料、工業用塗料、その他の塗料、塗装設備・施工工事　他

ファインケミカル事業…表面処理剤、ディスプレー関連材料、電子材料、粒子材料　他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が塗料

事業で124百万円減少しております。ファインケミカル事業に与える影響は軽微であります。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四

半期連結累計期間の営業利益が塗料事業で210百万円減少しております。ファインケミカル事業に与える影響

は軽微であります。

５　「追加情報」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社の機械装置について

は、従来、耐用年数を８～９年としておりましたが、法人税法の改正を契機とし見直しを行い、８年に変更して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が塗料

事業で174百万円、ファインケミカル事業で19百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　

日本

(百万円)

アジア

(百万円)

北米

(百万円)

その他の

地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

47,4087,820 4,528 686 60,443 － 60,443

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,323 434 145 0 2,904(2,904) －

計 49,7328,255 4,673 686 63,348(2,904)60,443

営業利益(又は営業損失) 88 495 △472 △34 76 25 101

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

日本

(百万円)

アジア

(百万円)

北米

(百万円)

その他の

地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

151,46122,65514,1692,099190,385 － 190,385

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,763 1,622 527 11 9,925(9,925) －

計 159,22424,27814,6962,111200,311(9,925)190,385

営業利益(又は営業損失) 4,645 1,619△1,056 △66 5,141 29 5,171

(注) １　国又は地域の区分の方法

地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　アジア … 中国・韓国・台湾及び東南アジア諸国

　北　米 … 米国他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が日本

で124百万円減少しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四

半期連結累計期間の営業利益がアジアで47百万円、北米で164百万円減少しております。

５　「追加情報」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社の機械装置について

は、従来、耐用年数を８～９年としておりましたが、法人税法の改正を契機とし見直しを行い、８年に変更して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が日本

で194百万円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　

アジア 北米 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,153 5,370 1,058 17,581

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 60,443

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

18.4 8.9 1.8 29.1

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

アジア 北米 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 33,616 13,705 3,072 50,394

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 190,385

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

17.7 7.2 1.6 26.5

(注) １　国又は地域の区分の方法

　地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　アジア … 中国・韓国・台湾及び東南アジア諸国

　北米　 … 米国

　欧州　 … ヨーロッパ諸国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　447.07円 １株当たり純資産額　　　　　　　　　　479.53円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 126,793 135,098

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

8,359 8,049

　（うち少数株主持分（百万円）） (8,359) (8,049)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連
結会計年度末)の純資産額（百万円）

118,434 127,048

１株当たり純資産額の算定に用いられた四
半期連結会計期間末(連結会計年度末)の普
通株式の数（千株）

264,914 264,946

　

２　１株当たり四半期純利益金額

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　21.19円 １株当たり四半期純利益金額　　　　　　　9.19円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

四半期純利益金額 (百万円) 5,612 2,435

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 5,612 2,435

普通株式の期中平均株式数 (千株) 264,930 264,921

　

(重要な後発事象)

記載すべき事項はありません。
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２【その他】

第183期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月31日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　

①　配当金の総額 1,059百万円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月４日

日本ペイント株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　津　　田　　多　　聞　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　橋　　留　　隆　　志　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　豊　　原　　弘　　行　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ペイント株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ペイント株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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